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 石巻市、東松島市と農業農村整備事業 
      地域懇談会を開催しました 

 平成１７年６月２０日，石巻市長，管内各土地改良区理事長をはじめとする

多くの関係者の出席を頂き，石巻市、東松島市と農業農村整備事業地域懇談会

を石巻合同庁舎で開催し、農業農村整備事業の今後の方向性やあるべき姿につい

ての意見交換が行われました。 

 はじめに、農業農村整備事業の方針や、旧河南町と旧矢本町の水田整備率が低いこと，基幹的な水利施設の

老朽化などの今後の課題等について、県から情報提供を行い、その後に意見交換が行われました。 

▲地域懇談会の様子 

 意見交換では，石巻市長から，地方版「攻めの農政」を積極的に展開し、農業の持続的発展に欠かせない意

欲と能力のある担い手の育成を積極的に進めたいとの話がありました。そのためにも、ほ場整備については，

整備率の地域格差が大きいことから，今後適切に進めることで農業経営を安定させることが必要とのことでし

た。各土地改良区理事長からは，三位一体改革による事業への影響，ほ場整備の推進や農業水利施設更新に対

する支援，地区ごとの実情などについて話題提供があり，県幹部らとの意見交換が行われました。 

 今後も，県，市，土地改良区が連携を密にし，事業を効率的に展開していきます。 

 上記の基本方針に基づき、農業農村整備部では、事務所各部と連携を図りながら総合的に事業を計画・実施して
います。詳しくは石巻地方振興事務所のホームページ（http://www.pref.miyagi.jp/issgsin/）をご覧下さい。 

石巻地方振興指針について 
 石巻広域圏は、平成１７年４月１日の合併により新石巻市、東松島市が

誕生し、２市１町に再編されました。石巻地方振興事務所では、「石巻地方

振興指針」を作成し、地域の課題解決に向けた基本方針を定め、各部が課

題解決に向けた活動を展開していますので、その概要と農業農村整備事業

の関連を紹介します。 

NN関連部分を一部抜粋 

～地域の課題解決に向けた５つの基本方針～～地域の課題解決に向けた５つの基本方針～  

（１）産学官の枠組や市町・民間団体との協働による地域産業の振興 
（２）地域資源を生かした商品開発やブランド化の推進 
（３）生産基盤の整備と生産力の向上 
（４）県民ニーズに対応した安全安心な食産業等の推進 
（５）産業技術力の向上と人材の育成 

 

 

 食料の安定供給を支える農業生産の基盤整備を進めるため、大区画ほ場整備を重点的に推進し、地域の合意に基
づく土地利用計画のもとで担い手への農地の利用集積を図り、生産性の高い効率的な土地利用型農業を確立する。 

 農産物価格の低迷等により新規就農者等の減少が続いていることから、地域農業の担い手の確保・育成や農地の
流動化による農地集積を支援するとともに，就農希望者に対する相談や新規就農者への生産技術・経営的な指導、
農業後継者のグループ等への支援を行う。 

（３）生産基盤の整備と生産力の向上（３）生産基盤の整備と生産力の向上  

（５）産業技術力の向上と人材の育成（５）産業技術力の向上と人材の育成  

上品山山頂より望む石巻管内の風景 

 河南地域の今後の基盤整備と 
    地域営農ビジョンの推進について 
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鹿又地域（６７２ha） 広渕地域（６６６ha） 

 河南地域では，河南１期地区，２期地区，３期地区で基盤整備が進められてい

ますが，鹿又や広渕など、まだまだ広い地域で整備が進んでいない状況です（下

図の青色が未整備区域）。 

 そこで、今後の水田農業について考え、基盤整備の推進方向について検討する

ため、平成１７年７月１５日に「河南地域の今後の基盤整備と地域営農ビジョン

の推進会議」を開催しました。  

 JAいしのまき理事、河

南矢本土地改良区理事、

石巻農業共済組合理事等

を中心に検討され、その

結果、鹿又地域と広渕地

域を中心に、基盤整備を

推進する方向で検討を進

めることになりました。 

 今後は、地域の将来構

想の検討を進め，地域営

農の活性化に向けた基盤

整備の必要性などについ

て議論を深めていく予定

です。 

 

   担当：計画調整班 
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 新たな資源保全施策の推進について 
  ～ 美しい“水･土･里”を世代から世代へ ～ 

 (1) 新たな「食料･農業･農村基本計画」について 

 食料・農業・農村基本計画は，その基本法において，情勢の変化，施策の効果に関する評価を踏まえ，概ね５年ご
とに見直すこととされています。この基本計画については，前回策定時（平成１２年３月）から概ね５年が経過する
ことと，農業構造改革の立ち遅れや危機的状況が深まってきていることから，平成１５年度から検討が進められ，平
成１７年３月に新たな「食料・農業・農村基本計画」が閣議決定されました。 
 今回の見直しで，農政を取り巻く状況の変化を踏まえ，新たな食料自給率目標の設定や，担い手の経営に着目した
経営安定対策への転換などの他に「農地・農業用水などの資源を保全する施策の確立」が位置付けられました。詳し
くは，農林水産省ホームページ（http://www.maff.go.jp/）をご覧下さい。 

 (2) 資源保全施策の導入に向けて 

①農地や農業用水等の資源と地域の関わり 

③新たな資源保全施策について 

②農地や農業用水等の資源を取り巻く情勢の変化など 

 農業用水については，ダム･頭首
工･揚水機場から幹線･支線用水路ま
でが，排水については，支線・幹線
排水路から排水機場までが公的，あ
るいは土地改良区が管理していま
す。 
 農地や小水路などは，集落等を基
本とする多数の農家の地域共同の取
り組みとして営まれ，合理的な仕組
みとして地域に定着してきました。 

参考：農村地域の資源保全（http://www.inakajin.or.jp/shigenhozen/） 

・農村地域では，過疎化，高齢化，混住
化が進展し，集落機能の低下が進行して
います。 

・担い手農家の経営農地が多数に分散し
ており，担い手だけで維持管理を行うこ
とが難しくなると予想されます。 

・農村の環境保全に対する要請が高まっ
てきており，多面的機能の発揮を通じ，
これに答えていくことが必要と考えられ
ます。 

 国では，これらの状況に対応し，農地や水路等の資源が今後とも良好な状態で保全管理されるよう，将来にわ
たり適切に保全管理を行える施策体系の検討を進めています。 
 そこで，実態を把握し保全管理手法の検討を行うために，石巻管内の蛇田地区と桃生町５期地区において，資
源保全実態調査事業を実施しました。 
 平成１９年度の制度導入に向け，石巻地方振興事務所では，資源保全施策推進チームを設置し，実態調査の推
進や保全管理手法などの検討を進めていきます。 
                                          担当：計画調整班 
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石巻管内における担い手への農地利用集積について  

 石巻管内では，昭和５９年度から県営ほ場整備事業２６地区（うち完了１５地区），経営体育成基盤整備事業

２地区を実施しています。このうち，２１世紀型水田農業モデルほ場整備促進事業（平成３年から）の実施地区

８地区，担い手育成基盤整備関連流動化促進事業（平成５年から）の実施地区１５地区及び経営体育成基盤整備

事業２地区については，事業要件等により担い手への農地利用集積が義務づけられており，その目標達成に向け

て，農地集積を推進してきた結果，下のグラフのとおり集積率が年々増加しています。 

 平成１６年度は，全体で５０．５％の集積率（実績見込み）となっており，県全体の４２．０％を約２割上回っ

ています。                           

平成１６年度石巻地域農地集積推進チームの活動について 

平成１６年度石巻管内の農地集積状況 

 管内の農地集積を推進するため，石巻地方振興事務所農業

農村整備部の畑山農地集積指導専門監を中心として，県，関係

市町及び土地改良区並びに土地連，農業公社等の支援機関と

推進チームを結成しています。活動内容は，担当者会議，戦略

会議，先進地視察研修等を通じて，モデル地区である桃生町８

期地区をはじめとした関連地区の課題等の情報収集，課題解

決のための地区活動の支援を行っています。 

▲農地集積戦略会議の様子 


